
 

 

第一六一回 

閣第八号 

   刑法等の一部を改正する法律案 

 （刑法の一部改正） 

第一条 刑法（明治四十年法律第四十五号）の一部を次のように改正する。 

  第三条第五号及び第三条の二第一号中「準強姦」の下に「、集団強姦等」を加える。 

  第十二条第一項及び第十三条第一項中「十五年」を「二十年」に改める。 

  第十四条中「二十年」を「三十年」に改め、同条を同条第二項とし、同条に第一項

として次の一項を加える。 

   死刑又は無期の懲役若しくは禁錮を減軽して有期の懲役又は禁錮とする場合にお

いては、その長期を三十年とする。 

  第百七十六条中「七年」を「十年」に改める。 

  第百七十七条中「二年」を「三年」に改める。 

  第百七十八条中「わいせつな行為をし、又は姦淫した者は、前二条」を「わいせつ

な行為をした者は、第百七十六条」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ２ 女子の心神喪失若しくは抗拒不能に乗じ、又は心神を喪失させ、若しくは抗拒不

能にさせて、姦淫した者は、前条の例による。 

  第百七十八条の次に次の一条を加える。 

 （集団強姦等） 

 第百七十八条の二 二人以上の者が現場において共同して第百七十七条又は前条第二

項の罪を犯したときは、四年以上の有期懲役に処する。 

  第百七十九条中「前三条」を「第百七十六条から前条まで」に改める。 

  第百八十条第一項中「前条までの罪」を「第百七十八条までの罪及びこれらの罪の

未遂罪」に改め、同条第二項中「から前条までの罪」を「若しくは第百七十八条第一

項の罪又はこれらの罪の未遂罪」に改める。 

  第百八十一条中「から第百七十九条までの罪」を「若しくは第百七十八条第一項の

罪又はこれらの罪の未遂罪」に改め、同条に次の二項を加える。 

 ２ 第百七十七条若しくは第百七十八条第二項の罪又はこれらの罪の未遂罪を犯し、

よって女子を死傷させた者は、無期又は五年以上の懲役に処する。 

 ３ 第百七十八条の二の罪又はその未遂罪を犯し、よって女子を死傷させた者は、無

期又は六年以上の懲役に処する。 

  第百九十九条中「三年」を「五年」に改める。 

  第二百四条中「十年以下の懲役又は三十万円以下の罰金若しくは科料」を「十五年

以下の懲役又は五十万円以下の罰金」に改める。 

  第二百五条中「二年」を「三年」に改める。 

  第二百八条の二第一項中「十年」を「十五年」に改める。 



 

 

  第二百四十条中「七年」を「六年」に改める。 

 （刑事訴訟法の一部改正） 

第二条 刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）の一部を次のように改正する。 

  第百五十七条の四第一項第一号中「第百七十八条」を「第百七十八条の二」に改め

る。 

  第二百五十条中「左の」を「次に掲げる」に改め、同条第一号中「あたる」を「当

たる」に、「十五年」を「二十五年」に改め、同条第二号中「あたる」を「当たる」

に、「十年」を「十五年」に改め、同条第六号中「あたる」を「当たる」に改め、同

号を同条第七号とし、同条第五号中「あたる」を「当たる」に改め、同号を同条第六

号とし、同条第四号中「あたる」を「当たる」に改め、同号を同条第五号とし、同条

第三号中「十年以上」を「十五年未満」に、「あたる」を「当たる」に改め、同号を

同条第四号とし、同条第二号の次に次の一号を加える。 

  三 長期十五年以上の懲役又は禁錮に当たる罪については十年 

 （組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律の一部改正） 

第三条 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成十一年法律第百

三十六号）の一部を次のように改正する。 

  第三条第一項第七号中「五年」を「六年」に改める。 

 （暴力行為等処罰に関する法律の一部改正） 

第四条 暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十号）の一部を次のように

改正する。 

  第一条ノ二第一項及び第一条ノ三第一項中「十年」を「十五年」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 この法律の施行の日が犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に対処

するための刑法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第▼▼▼号）の施行の日前

である場合には、第三条のうち組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法

律第三条第一項第七号の改正規定中「第三条第一項第七号」とあるのは、「第三条第

一項第三号」とする。 

２ この法律の施行の日が犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に対処する

ための刑法等の一部を改正する法律第五条の規定の施行の日前である場合には、第四

条のうち暴力行為等処罰に関する法律第一条ノ二第一項及び第一条ノ三第一項の改正

規定中「第一条ノ三第一項」とあるのは、「第一条ノ三」とする。 

第三条 この法律の施行前にした第一条の規定による改正前の刑法（以下「旧法」とい



 

 

う。）第二百四十条の罪に当たる行為の処罰については、なお従前の例による。 

２ この法律の施行前に犯した罪の公訴時効の期間については、第二条の規定による改

正後の刑事訴訟法第二百五十条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

第四条 併合罪として処断すべき罪にこの法律の施行前に犯したものと施行後に犯した

ものがある場合において、これらの罪について刑法第四十七条の規定により併合罪と

して有期の懲役又は禁錮の加重をするときは、旧法第十四条の規定を適用する。ただ

し、これらの罪のうちこの法律の施行後に犯したもののみについて第一条の規定によ

る改正後の刑法第十四条の規定を適用して処断することとした場合の刑が、これらの

罪のすべてについて旧法第十四条の規定を適用して処断することとした場合の刑より

重い刑となるときは、その重い刑をもって処断する。 

 （刑事確定訴訟記録法の一部改正） 

第五条 刑事確定訴訟記録法（昭和六十二年法律第六十四号）の一部を次のように改正

する。 

  別表中 

「 １ 刑に処する裁判により終結した被告事件の保

管記録 

  

  （一）死刑又は無期の懲役若しくは禁錮に処す

る裁判に係るもの 

五十年  

  （二）十年以上の有期の懲役又は禁錮に処する

裁判に係るもの 

二十年  

  （三）五年以上十年未満の懲役又は禁錮に処す

る裁判に係るもの 

十年  

  （四）五年未満の懲役又は禁錮に処する裁判に

係るもの 

五年  

  （五）罰金、拘留又は科料に処する裁判に係る

もの 

三年（法務省令で定め

るものについては、法

務省令で定める期間） 」

 を 

「 １ 刑に処する裁判により終結した被告事件の保

管記録 

  

  （一）死刑又は無期の懲役若しくは禁錮に処す

る裁判に係るもの 

五十年  

  （二）二十年を超える有期の懲役又は禁錮に処

する裁判に係るもの 

三十年  

  （三）十年以上二十年以下の懲役又は禁錮に処

する裁判に係るもの 

二十年  

  （四）五年以上十年未満の懲役又は禁錮に処す

る裁判に係るもの 

十年  

  （五）五年未満の懲役又は禁錮に処する裁判に

係るもの 

五年  

  （六）罰金、拘留又は科料に処する裁判に係る

もの 

三年（法務省令で定め

るものについては、法

務省令で定める期間） 」



 

 

 に改める。 

 （国際受刑者移送法の一部改正） 

第六条 国際受刑者移送法（平成十四年法律第六十六号）の一部を次のように改正する。 

  第十七条第一項第二号及び第二項中「二十年」を「三十年」に改める。 

 （国際受刑者移送法の一部改正に伴う経過措置） 

第七条 この法律の施行前に国際受刑者移送法第二条第十一号の受入移送犯罪（二以上

あるときは、それらのすべて）を犯した者に係る同条第二号の共助刑の期間について

は、前条の規定による改正後の同法第十七条第一項第二号及び第二項の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 



 

 

     理 由 

 凶悪犯罪を中心とする重大犯罪に関する最近の情勢等にかんがみ、これらの犯罪に適

正に対処するため、有期刑の上限並びにこれらの犯罪に係る法定刑等及び公訴時効の期

間を改める必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


